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は じ め に
気 象庁 の調 査 による と1990,91年 の地球 の気
温 は史上最高 を記録 した。過去100年 の地球の気
温 は約0.5度 上昇 したが,1980年 代以降の上昇 が
際立 っている(図1参 照)。1990,91年 の気温の上
昇 はそ うした動 きの延長線上 に起 きた現象 といえ
よ う。地球 の気温 の上昇 を促す要因 とされ る温室
効果 ガス ・CO2の 濃度 は毎年0.5%ず っ増加 して
お り,年 間の濃度上昇 は1.5な い し1.8PPMに 達
して い る。1960年 か ら1990年 まで の30年 間 に
CO2の 濃度 は315PPMか ら350PPMへ と35PPM
増 加 したが,こ れ は1760年 か ら1960年 までの
200年 間の増加量 と同 じであった。 現状の ままで
推移すればそれ は2030年 には560PPMに 増加す
ると予測 されている。近年 のCO2の 増加 はそう し
た予測 にほぼ沿 っている。1980年 代か ら続 く地球
の気温上昇は こうした温室効果 ガスの増加 による
もの とす るのがIPCC(気 候変動に関する政府間パ
ネル)の 一致 した見方である。今後の長期間,こ の
ようなCO2の 濃度が上昇 し続 けば,IPCCが 予測
しているよ うな地球 の気温 の大幅 な上昇 がいずれ
は避 け られないであろう。 だが地球の気温の上昇
は遠 い将来 に海面 の上 昇 を もた らす に止 ま らな
い。 もっと身近 い ところでその影響 は出始めてい
るとの説 がある。近年 の世界各地 に起 きている台
風 の大型化がそれで ある。米国 のマサチューセ ッ
ツ工科大学のエマニュエル教授 の理論 によると台
風 はそれが発生す る熱帯 海域 の表面温度 が26.5
度以上 である場合 に限 られ る,表 面温度が上昇す
ればす るほど大型化 す るとい う。 日本で も1991
年以来 台風 は大型化 している し,米 国カ リブ海 の
ハ リケー ン,ベ ンガル湾を襲 うサイクロー ンも大
型化 した ものが増加 している。
海上保安庁 水路 部 の調査 によれば比較 的 エル
ニーニ ョの影響 を うけない安定 した太平洋の中緯
度 の海域,東 経144度,北 緯18-35度 の海域 の深
さ300メ ー トルまでの表層温度 は1984年 か らの
8年 間に年0.085度 ずっ上昇 してお り,計0.7度
上昇 したとい う(1991年9月16日 発表)。 この結果
について同庁 は 「地球温暖化が海水温の変化か ら
も立証 された」と判断 して いる。1991年9月 末に
九州,中 国か ら北陸,青 森 を襲 って膨大 な数の樹
木 を倒 し,空 前の りん ごの落下被害を もた らした
台風19号,今 年9月 は じめの台風13号 は,そ の
勢力 は異常 に大 きく,そ れぞれ2,30年 に1度 以
下 の頻度で襲来す る大型台風 であ った。1991年 の
台風19号,1993年 の13号 の上陸時の中心気圧 は
それぞれ940ヘ ク トパスカル,930ヘ ク トパスカ
ルであ った。
1992年 米 国 を襲 っ た ハ リケ ー ン ・ア ン ド
リュースや1991年4月 バ ングラデ ィシュを襲 っ
て13万 人以 上の死者を出 したサ イクロ ンも極 め
て大 きな勢力 を持 った大型台風であ った。世界各
地で起 きているこうした台風 の大型化,そ れ と関
連 した異常気象 はかって例 を見ないほどの状況で
あるだけに原因が何で あるか究明が急がれるとこ
ろである。 しか しs日 本の気象庁 は台風発生 のメ
カニズムの解 明を行 っていない。IPCCは 台風 に
対する影響 を否定 も肯定 もせず,分 か らない,と
している。 だが,気 象庁が地球温暖化問題 に対処
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図1陸 上気温 と海面水温を組み合わせて求めた1861～1991年 の平均温度偏差
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するために設置 してい る気候 問題懇談会の座長で
あ り,そ の温室効果検討部会の部会長 で もある山
元龍三郎氏(京 都大学名誉教授)は 近著で あいまい
な形 ではあるが,温 暖化 と台風の大型化 の関連 に
つ いて エマ ニ ュエル教 授 の見解 を認 め る記 述 を
行 っている(山 元龍三郎著r地 球異常』集英社,1993
年9月 刊,101ペ ージ)。
台風 の常襲地帯 である日本 は被害の千分 の一 の
資金 を投 じて も研究す る必要があろ う。 いずれに
せ よ,異 常気象が発生 しその影響 が極めて大 きく
な っているのに,そ の原因が解明されていない現
状で はその原因 との疑 いが濃 い地球 の温度上昇の
防止が緊急 に求 め られ よ う。IPCCの 勧告 による
温暖化防止策の実施が急務 とされるゆえんであ
る。
1.温 室効 果 ガ スCO2削 減 の動 き
1992年6月 のブ ラジルで の国連環境 開発会議
では気候変動に関す る枠組み条約が成立 した。米
国 の反対 でCO2削 減 の数量 目標 が設定で きず そ
の実質 的効果 には疑問 があ るもの のCO2排 出量
の抑制 の方 向へ向けて世界各国 は一致 して努力す
ることを取 り決めた。将来 の排 出量 を過去 の水準
で安定化 させる方向で努力す るという。米国を除
く先進工業 国の大部分 は西暦2000年 のCO2の 排
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出量 を1990年 の排出量 に据 え置 くことを決 め,
それぞれ実施 にむけて進んでいる。 なかで も西欧
諸国 と りわ け北欧 諸国 はCO2削 減 にむけて環 境
税の賦課な どによる具体策 を取 ることを決 めて,
実施 に移 している。 スウェーデ ン,デ ンマーク,
オ ラ ンダ,フ ィ ンラン ドなどの諸 国 がそ うであ
る。だがそれ らの国 々はいずれ も僅 か しかCO2を
排 出 してお らず,世 界全体 の排 出量のなかでは ご
く一 部 を 占め るに過 ぎな い。周知 の よ うに国 に
よ ってCO2の 排出量 には大 きな差 があり,CO2排
1
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出大国 が削 減 しないか ぎり世界全体 のCOZの 排
出削減にはほとんど寄与 しない(国 別CO2排 出量,
参照)。 具体的には世界 のCO2の 総排出量 の25%
近 くを占める米国を は じめロシア,ド イツ,日 本
な どの諸 国がCO2削 減 しな けれ ば世界 のCO2の
排出量 は減少 しない。 その うえ発展途上国 と先進
工業国 とのあいだには膨大 な格差 があ り,発 展途
上 国の排出量 は先進工業国 の10分 の1程 度 に止
まっている。 しか も発展途上国では国民生活の水
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計 995 1,396 22.8 24.9 401 32.3 2.45 2.fi 3.3 0.7
世 界 計 4,356 5,597 100.0 ioa.o 1,241 100.0 L81 1.1 1.1 一
(注)四 捨 五 入 に よ り合 計 と一 致 しな い こ とが あ る。
(資 料)EnergyBalancesofOECDCountriesよ り開 銀 試 算 。
出 所:日 本 開 発 銀 行 『調 査 』,第144号 。
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し,CO2の 排 出量 の増加 となることは,避 けられ
ない。先進工業国が世界の人 口のわずか13%程 度
で あ るの に化 石燃料 の総消費量 の50%ち か くを
使 い続 けるとい う差別 の構造が持続す ることは許
されないで あろ う。 ブラジル ・サ ミッ トで も発展
途上国のそのよ うな趣 旨の主張 を生か して発展途
上国の開発 の権利 を尊重 し,発 展途上国 のCO2の
排 出量 について は先進工業国のそれ とは異な る扱
いをす ることを決 めた。 そ こで採択 された気候変
動枠組条約 では前文で 「温室効果 ガスの多 くは先
進国が排出 してお り,発 展途上 国の排出量 は少 な
い」 と述べ,第3条 では 「温室効果 ガスを大量に
排 出 している先進国 は,率 先 して気候変動防止に
取組 まなければな らない」 と規定 している。
一方,最 大 のCO2排 出量である米国 は依然 とし
てCO2の 排出量 は増加 してお り,CO2排 出量 の据
え置 きにはほど遠 い状況 にある。米国政府の発表
によればどのような シナ リオによ って も,現 状 の
ま まで 推 移 す る限 り,米 国 のCO2の 排 出量 は
1990年 か ら2010年 まで に2億1千 万 トンか ら3
億8千 万 トン増加す ると予測 されている(表2)。
米国で これほどの増加すれば,欧 州諸国でどれ ほ
ど努力 してCO2の 排 出量を削減 したと して も,そ
れはほとん ど実効 はない。欧州で削減 され る量 は
米 国によって相殺 され,米 国の膨大 な排 出量 によ
りCO2は 増加 し続 ける こととな る。
1980年 代以降,ア ジアNIES,ASEAN諸 国で
は急激 な工業化が きわめて早いテ ンポで進行 して
いる。工業用燃料需要や都市化 にともな う自動車
増加な ど化石燃料の消費が増加 し,エ ネルギー消
費量全体が急増 している。 こうしたアジア諸国 の
エネルギー消費増加 によ り地球上 のCO2の 排 出
量 が加速すれば,温 暖化 は加速 される。その よう
な発展途上国の増加要因 を考慮すれば地球温暖化
防止 のためには先進工業国での化石燃料の消費 は
さ らに削減 す ることが求 め られることになる。発
展途上国 のエネルギー消費量 にくらべれば先進工
業 国 の それ は依 然 と して過 大 で あ るか らだ。
IPCCで は温室効果 ガスの濃度 を現在の水準 に維
持 す るた め に は,現 在 のCO2の 排 出量 を60%
カッ トす ることが必要で あると警告 している。
地球温暖化防止 を実現す るためには,そ うした
複雑 で困難 な課題 を克服 していかなければな らな
い。現代の地球温暖化を生み出 した先進工業国の
社会経済構造 を解 明す る手掛か りと して,ま ず エ
ネルギー大量消費国のモデル ・米国のエネルギー
































































国 はすでに1920年 代 にエネル ギー大量消費国 と
しての基本骨格を作 り上 げていた。1929年 の米国
表3地 域別エネルギー消費量
(百万 トン,石 炭換算)
北 アメ リカ 1929年 858.0
1957 i
1950 1,230.2
ヨ ー ロ ツ ノ¥° 1929 697.2
1937 704.2
1950 .1.






ア フ リカ 1929 17.1
1937 22.0
is5a 39.7

















を含 む北 米 の エ ネル ギ0消 費総 量 は石 炭換 算
8.58億 トンで 世 界 の エ ネ ル ギ ー消 費 総 量 の
4s.2%を 占め,人 口 ・1人 当 り消費 量 で は年間
6.48ト ン(石 炭換算)と いう水準に到達 していた。
その年の西欧諸国 の1人 当 りエネルギー消費量 は
L9ト ンで米 国 は その3.4倍 に も達 して いた。
1991年 の先 進工業 国ECの1人 当 りエ ネルギ ー
消費量 は約7ト ン(石 炭換算)で,現 在 のECの エ
ネルギー消費水準 に近 い ところに米国 は60年 前
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合 計 % 1人 当 り(kg) 合 計 % 1人 当 り(kg)
世 界 3220.1 100 1201 5219.8 ioa 1583
カ ナ ダ ・ 2.6 5279 149.0 2.9 7598
ア メ リカ 1285 39.9 7768 1790.7 34.3 9202
フ ラ ン ス
a・ 3.9 2166 144.8 2.8 2968
西 ドイ ツ 1fi9.2 5.2 3257 250.4 4.8
4240
イ タ リア 34.7 1.1 721 92.0 1.8 1783
イギ リス 254.5 7.9 4993 279.4 5.4 5121
EEC 一
一 575.8 11.0 3172




1971年 1979年 1980年 1981年
ア メ リ カ 工 業 部 門 378.47 397.96 373.60 3so.is
運 輸 部 門 367.29 465.36 444.09 432.59
民 生 部 門 434.2fi 441.11 440.43 434.72
非 エ ネ ル ギ ー 46.14 74.03 44.78 39.04
合 計 1,226.16 1,378.46 1,302.90 1,266.36
日 本 工 業 部 門 125.29 152.38 139.42 132.36
運 輸 部 門 36.21 55.13 48.64 48.05
民 生 部 門 43.55 59.79 64.23 65.00
非 エ ネ ル ギ ー 6.62 25.74
・・ 9.09
合 計 211.67 293.04 261.25 254.50
EC 工 業 部 門 275.90 290.62 267.05 X47.sa
運 輸 部 門 116.35 155.58 156.33 154.31
民 生 部 門 233.32 285.06 267.94 260.03
非 エ ネ ル ギ ー 24.54 25.46 20.35 19.56
合 計 s50.i2 756.71 711.68 681.79
OECD合 計 工 業 部 門 892.77 988.29
.. 889.88
運 輸 部 門 594.02 783.24 757.89 740.04
民 生 部 門 809.84 914.01 905.83 889.93
非 エ ネ ル ギ ー 89.69 140.65
.. 82.23





占めていた。米国の1人 当 りエネルギー消費量 は
1950年 に7.42ト ン,1955年 に7 .77ト ン,1960
年 に9ト ン,1965年 に9.2ト ン(石 炭換算)に の
ぼ りその時期の西欧諸国 のそれの ほぼ二倍に達 し
て いた。
西欧諸国,日 本 が高度成長 を遂 げた60年 代 を
へて第一次 オ イル シ ョックを体験 す る前 の1971
年 に米国の総 エネルギー消費量 は人 口数で はほぼ
接近 していたEC諸 国合計の1.9倍 であった。 同
年 の米国 の人 口は2億1千 万人,EC6か 国の人
口は1億9千 万人であ った。
第一 次 オイ ル シ ョックに続 いて第二次 オイル
シ ョックを体験 した年で ある1981年 においてさ
え米 国 の総 エ ネル ギー消費 量 はECのL86倍 に
達 していた。両者 の間には国民所得ではそれほど
の格差がないに もかかわ らず,こ れほどのエネル
ギー消費量での差を生み出 したのは運輸部門の消
費量 の際立 った相違で あった。1971年 の工業部門
と民生部門の米国 のエネルギー消費量 はEC諸 国
合計 のそれぞれ1.4倍,1.9倍 であったのに対 し
て運輸部門のそれは3.2倍 にも上 っていた。1981
年で も米国の工業部門,民 生部門のそれ は1.5倍
と1.7倍 であ ったが運輸部門のそれは依然2.8倍
であ った(表7)。
産業部 門別 エネルギ ー消費量 で も1950年 には
工業部門 は全消費量 の47%,家 庭 ・業 務部 門 が
27%,運 輸部門は26%を 占めていた。
米国の輸送部門 のエネルギー消費は,1960年 に
2億2千 万 トン(石 油換算)に 達 して いた。1965年
の米国 の運輸部門の消費量だけで2億6千 万 トン
(石油換算)欧 州の最大のエネルギー消費国 イギ リ
スの全消費量の1.6倍 に上 っていた。1971年 の米
国のエネルギー消費量のなかで運輸部門 の比率 は
30%,1981年 の そ れ は34%に も上 って い た
(OECDエ ネルギー統計)。 このよ うに米国 の運 輸
部門のエネルギー消費が異常 に増大 したのは,運
輸産業 の構造 がモ ー タ リゼイ シ ョンに よ り変化
し,貨 物輸送 において は トラック輸送を中軸 と し
て,鉄 道,海 運などの大量輸送手段 は付随的位置
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を占め ることにな った結果であ る。 それによ って
生 じた 自動車燃料 の消費増加が エネルギー需要 を
大 き く押 し上 げた。 そ して大量生産 システムが導
入 され,大 量生産 の製品 となった自動車 は資材 と
しての鉄鋼,自 動車生産工場建設資材 としての鉄
鋼製品の消費を急増 させ,エ ネルギ ー大量消費部
門であ る鉄鋼産 業 の肥大化 もまた米国 のエネル
ギー消費を飛躍的 に増加 させた。
米 国で は第一次 世界大戦 直後 の1920年 代 に 自
動車生産 は急増 し,1929年 の 自動車保 有台数 が
2670万 台 に達 し,普 及率 は人 口4 .5人 に1台 と
な っていた。 このため 自動車用 ガソ リンの消費量
をは じめ石油製品 の消費量 が急増 して1929年 の
米国 の石 油消費量 は全世界 の67%を 占めたので
ある。
このような米 国のエネルギー大量消費国 と して
の特質を第二次大戦後 に欧州,日 本 な ど他の先進
工業国が継承 し,追 随す ることとな り,西 欧,日
本 もまた くるま社会 となってい く。先進工業国全
体 が くるま社会 とな り,人 口1人 当 りの エネル
ギー消費量 は増大 する。
これほどまでの くるま社会へ と転換 してい く過
程 では大量輸送手段 と しての鉄道,バ スなどのよ
うな公共交 通機 関 はっ ぎつ ぎに衰退 して,マ イ
カーに取 って代 わ られてい く。 それは経済 的要因
による自然の流れ として進行 してい ったのではな
く,自 動車資本 によ る公共交通へのす さまじい支
配,介 入が行われ,人 為 的な工作 と して進 め られ
た。 ゼネラル ・モーターによる郊外鉄道資本にた
いす る株式の買収,バ ス会社 にたいす る乗 っ取 り
工作,そ の後 の路線廃止 によるマイカーの販売工
作 など米国全土で陰惨 な公共交通の廃止,縮 小工
作を 自動車メーカーは進 めた。後 に触れ る南 カ リ
フォルニア地域で は地下鉄,路 面電車,郊 外鉄道
などの鉄道1800キ ロが敷設 されていたが,自 動
車資本 などの買収 による経営支配,そ の後 の路線
廃止 によって ほとん どが消滅 していった。そ うし
た活動 を積み重ね たうえでマイカーな しには日常
生活 が営 めない今 日の米国の くるま社会が作 られ
ていった。
この歴 史 につ いて はSNELLのAMERICAN
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GROUNDTRANSPORT,米 国陸上交通が詳 し
い(邦 訳は緑風出版か ら近刊)。
他方,発 展 途上国 はブ ラジル ・サ ミッ トに先
立 ってい くっかの国際会議 を催 し,地 球温暖化問
題 についての発展途上国 としての視点を整理 し深
化 した。 そ う して得 た到達点 を示す ものが1991
年6月 の北京宣言であ った。そのなかにはエネル
ギーを大量消費 し地球を温暖化 させた主要な責任
は先進国の産業革命以来 の経済活動 にあ り,発 展
途上国 はそのための資源を収奪 された被害者であ
る。む しろその被害を償 う責任を先進国 は有す る
と指摘 した。 エネルギー消費の歴史的事実 はこの
ことを如実 に実証す る。1929年 の発展途上国のエ
ネルギー消費総量 はわず か1億9880万 トンで世
界の11%に 過 ぎず,半 面先進国 は世界の消費量 の
86%を 占めていた。世界人 口の80%を 占める発展
途上 国 は1人 当 りわずか0.14ト ン,こ れ に対 し
て先進国 は1人 当 り2.87ト ンで発展途上国の20
倍 に達 していた(表4参 照)。 しか し1980年 代 に
はいって西太平洋の発展途上諸国を中心 に工業化
がすすむにつれてそれ らの発展途上国で も大都市
を中心 にくるま社会化が浸透 してい く。
3.先 進工 業国 での膨 大 なエネ ルギ ー消
費,輸 送部門の肥大化
米 国で1920年 代 に成熟 したモー タ リゼイシ ョ
ンは第二次大戦後 には,欧 州,日 本 に波及 してい
き,欧 州,日 本 の社会経 済構造 はモー タ リゼ イ
ションを軸 として転換 して きた。OECD諸 国で の
部門別 エネルギー消費量が もっとも増加 したのは
輸送部門であるが,1960年 か ら1990年 までにそ
れ はほとん ど3倍 に増加 した。OECDの なかで も
欧州加盟国の合計では1990年 までの30年 間に輸
送部門のエネルギー消費量 は5千 万 トン強か ら2
億6千 万 トン以上 に増加 し,OECD加 盟国のなか
で も太平洋地域 の国々のそれ も5倍 強 に増加 した
(図2参 照)。 各国 の交通運輸構造 はそれぞれかな
り相違 してい る。公共交通機関のなかで も1人 当
りの鉄道,バ スの利用率が とくに低 い米国 は1人
当 りの自動車走行距離で は他 の諸国 の3倍 以上 に
も達す る。1人 当 り自動車走行距離が少ないフラ
ンス,ド イツ,イ ギ リス,イ タ リアは1人 当 りの
鉄道,バ スの利用率が比較的高い。1人 当 り鉄道
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動車走行距離 はこれ ら諸国の間で は最低 とな って
いる。 これ は公共交通機関の整備が年間の利用状
況を左右す ることを示唆す るもの といえよ う(図
3,4参 照)。 しか し全体 と して は自動車走行が もっ
とも伸 びてお り,貨 物輸送 の道路へ の転換 もこれ
に加わ り,交 通手段のなかでの自動車 の位置 は高
くなっている。
この結果OECD全 体のなかでの1990年 の部門
別CO2の 排 出量 のなかで輸送部 門 は最高 の工業
部門の947百 万 トンに接近 する816百 万 トンにま
で増加 した。OECD諸 国 のCO2の 排 出量 は1973
年 か ら1989年 まで に7%増 加 したが,同 じ期間の
輸送部門か らの排 出量 は34%も 増加 した。このた
め1990年 の輸送部 門か らのCOQの 排 出量 は排 出
量全体 の30%に 達 した。 この輸送部門 のCO2排
出量の うち自動車交通 の比率は75%で ある。ちな
みに航空機 はその12%,水 上交通 は9%,鉄 道交
通 は3%で ある(OECDsReport"CarsandClimate
Change",1993年 刊)。 そ して重要 な点 はこのよう
な運輸部門のエネルギー消費量 は現状のままで推
移 する限 り,今 後 も増大 し続 けるという予測であ
る。 ブラジルでの国連環境開発会議では西欧諸国
政府 はCO2の 排 出量 を削減 す るか も しくは安定
化す ることを約束 した。 しか しそれ らの国々が構
成す るOECDで は運輸 部門の エネルギー消費が
牽 引 して エネルギ ーの消費総量 は増加 す る し,
CO2の 排出量 もまた増加 す ると予測 している。今
後CO2の 排出抑制を図ろ うとすれば,運 輸部門に
1975 ':1 1985 1990
一19一
対す る何 らかの対策を とることが さけられない。
そ う した視点 にた ってOECDは 自動車交通 の肥
大化 と温室効果 ガスの排出量 の増大 の歴史的関連
を分析 して230ペ ージの報告書 にまとめ,打 開策
についての提案を行 ってい る。 これは日本 と米国
政府 が自動車交通 に対 してほとんど批判 をせず打
開策 を出 していない現状 ではきわめて有意義であ
るといえよ う("CarsandClimateChange")。
4.米 国 の現 状
エネルギーを大量 に消費す る社会経済構造が米
国で形成 されたの は第二次大戦前 であ った。 その
たあ米国では第二次人戦後 には他 の先進工業国 と
違 って際立 った消費 の増加 を示 していない。大戦
直後 の1950年 に比べて1991年 の消費量 の伸びは
2.45倍 にとどま り,西 欧,日 本 の5倍 以上の伸 び
率 と対照的である。人 口1人 当 りの消費量 は1973
年 に ピー クに達 して それ以降 は停滞 してお り,
1991年 のそれは1973年 の85%に 止 ま っている。
これは第一次 オイル ショックが発生 して石油価格
が大幅 に上昇 した後,そ れ以前の上昇傾向が一転
して低下 してきたこと,そ の根源は米国のエネル
ギー消費量が飽和状況にあることを示す ものと言
えよ う。 ただ自動車保有台数 と自動車燃料の消費
量 は と もに増 加 し続 け,1991年 の保 有 台 数 は
194.9百 万台,同 年 の自動車燃料 の消費量 は8736
千 バ レル/日 に達 した。 これは1950年 の 自動車
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塵圏バス ロ 鉄道 ■ 航空[コ 水上
出 所:OECD,"CarsandClimateChange"・
保有台数の49百 万台,1960年 の自動車燃料 の消
費量4112千 バ レル/日 に比 べて大 幅に増加 して
お り,モ ー タリゼイシ ョンにともな うエネルギー
消費 は依然 として上昇傾向にあることを示 してい
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る。 自動車 保有 台数1950年 には人 口3.1人 に1
台 であ ったが1991年 には人 ロ1.3人 に1台,成
人1人 に1台 とい う保 有状 況 とな った ことを示
す。 また,輸 送部門 の年 間石油消費量 は5億 キ ロ
リッ トルにのぼり,こ れだ けでEC加 盟国全体 の
エネルギー消費量 の40%以 上 に匹敵 する。
1971年 の米 国 の部門別 エ ネルギー消費 は工 業
部門30.9%,家 庭 ・業務部門35.4%,運 輸部門
30.0%で あった。1991年 の工業部門のエネルギー
消費 は同 じく30.1%に 低下 し,家 庭 ・業務部門 は
30.5%,運 輸部門は35.0%へ と増加 した(OECD,
ENERGYBALANCESOFOECDCOUNTRIES)o
米 国 のエネル ギー消費構 造 は1991年 のECの 部
門別消費量が工業部門32.5%,家 庭 ・業務部門が
36.8%,運 輸部門が27.7%と な って いるのに比べ
て も,著 しく運輸部門が肥大化 して いることがわ
か る。以上のよ うな米国 のエネルギー消費構造の
もとで実効 あ るCO2の 削減政策 を採 るため には
運輸部門のエネルギー消費抑制が必要 とな り,そ
のためには公共交通機関を重視 し,充 実 させ るこ
とによ り,マ イカー依存 の 日常生活を転換を図 る
ことが必要 となる。










レフ ァ レ ンス ・ケ ー スで1990年 に比 べ 一 次 エ ネ
ル ギ ー消 費 量 で2010年 に は26%増 加 す る と予測
して い る。ロー ・ケ ー スの経済 成 長 で は19%の 増
加 を見込 む。 この結 果CO2の 排 出量 は1990年 の
1340.5百 万 トンに対 して2010年 に は レフ ァ レ ン
ス ・ケ ー ス で1640.6百 万 トン,経 済 低 成 長 ケ ー
スで1554.6百 万 ト ンとな り,そ れ ぞ れ増 加 率 は
22.4%,16.0%に も達 す る。 それ らの場 合 のCO2
の排 出量 の増 加 分 だ けで3億 トン,2億 トンに も
一22一 地球温 暖化 と 「くるま社会 」





































上 り,他 の諸国のCO2の 排出努力を帳消 しに して
余 りある(表8,9)。
っま り世界 中がCO2削 減 に足 並 みを揃 えた と
して も,米 国ただ一国が怠ればCO2排 出量 は依然
として増加 し続 け,大 気中の濃度 は増加 し続 けて
い く。米国での排出量 の増加 は現在 の全世界の排
出量の5な い し6%に 達 してい る。 日本全体の排
出総量 に匹敵す るほどの大量 である。年間の排出
量5,6千 万 トン ・レベルの国が懸命 に努力 して,
10%か ら20%の 排 出量削減 を実現 しよ うとい う
時期に米国 はその数倍 にな る量の増加を放置 して
い こうというのであ る(表9参 照)。
5.龍 頭蛇尾のク リン トンの地球環境政策
ク リン トン大統領 は就任 直後,米 国の地球環境
政策 の柱 と して2000年 のCO2の 排 出量 を1990
年 の水準 に据え置 くことを約束 し,そ れを実現す
るために環境税の導入,自 動車燃料の効率化 のた
めの法 的規制,そ のほか多角的な化石燃料の使用
削減策を明 らかに した。 これは米国政府 の環境政
策 が全面的 に転換す ることを意味 して いた。
ク リン トン大統領 は93年4月21日 の アース ・



















図8米 国エネルギー消費量 および1人 当 り消費量(1949年 一1991年)
1人 当 りエネルギー消費量
一 次 エ ネ ルギ ー
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表8米 国 部 門 別,種 類 別 エ ネ ル ギ ー 消 費 予 測(2010年)(単 位:千 兆BTU)
エネルギー消費量 1990年
2010年
レ フ ァ レ ン ス






































































































































































































































































高 成 長 ケ ー ス
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を発表 して8月 までに具体策 を提出す ると演説 し
た。
クリントンのアース ・デイ演説 は化石燃料 の大
量消費国 ・米 国をク リー ンな燃料を消費 し,リ サ
イクル燃料を使用す る国 に変 える一大転換 を意味
していた。 ク リン トンはアース ・デイ演説 のなか
で第一 に健康 な環境 な しに健全な経済 は有 り得な
い。綺麗な空気を呼吸す ることと,安 定 した収入
を家庭 にもた らす ことの どち らかを選択 すること
はで きない。第二 にわれわれ は国内と海外 とで と
も環境を守 ろ うとして いる。現代 の地球的環境危
機 の時代 における歴史的挑戦 は世界的利害 との関
連 のなかで国益増進を図 ることである。 われわれ
は人間 としての運命を この宇宙,こ の惑星 と分か
ち合 っている。今 日提起す る政策 はわれわれの誰
で も従 うことがで きる唯一の方法であ りsわ れわ
一25一
れのすべてを保護 して くれる。第三 にわれわれ は
企業,政 府,個 人 としての市民 とい う対立 を超 え
て行動 しなければな らない。われわれ は最悪 の事
態か ら逃 れるだ けでな く,最 善 の ものを もた らす
政府 を必要 と している。 それを実現で きると私 は
考 える。現政権 は米国の環境政策 メーカーの最善
のチームを持 っているか らである。 と述べて ゴァ
副大統領か ら始 めて関係閣僚 の名を並べて ク リン
トン政権の陣容 を自賛 した(表10)。
その うえで ク リントン政権 の長期戦略 は大気汚
染防止,エ ネルギー使用の効率化,ソ ラー ・エネ
ルギー,リ ニューアブル ・エネルギー,環 境保全,
水質保全に投資 される。 それ は議会 に提 出 した5
年間予算案 のなかに含 まれている。 しか もその予
算 の実施は数多 くの就労機会を創 出す ることにも
















・CO2排 出量 を1990年 水準 で安定化 さ




























・今後 の エ ネル ギー需要 の増加 には,
LPGや 再 生 可能 な エ ネルギ ー(太 陽
エネルギーなど)で 対応すべ き
出所:日 本開発銀行刊 『調査』,169号(1993年5月)。
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い う挑戦を克服す るうえで指導性 を発揮 しなけれ
ばな らない。2000年 のCO2排 出量を1990年 の水
準で固定化す る,と のべた。
そのなか には環境委員会の設置,環 境税,自 動
車燃料 の規制 とな るCAFEの 制定 な どブ ッシュ
政権が強 く反対 していた地球環境政策 が含 まれて
いた。 と くに注 目され たのは環境税で,CO2を 排
出す る化石燃料 に対 してだけでな く,原 子力発電
に対 して も課税す ることとしてお り,ク リン トン
政権 の原発に関す る基本姿勢 を象徴す るものとし
て注 目された(表1D。
こ の演 説 で環 境 政策 が 明 らか に な った時,
ニューヨーク ・タイムス紙 はゴア副大統領 の勝利
と報 じたが,そ れはク リン トン政権 の内部に環境
税 の導入に対す る反対 があ り,ベ ンッエ ン財務長
官,オ レア リー ・エネルギー長官の反対 を抑 えて
ゴアの環 境税 提案 が勝 利 した ことを意味 してい
た。 これ らの閣僚は環境税 の導入 は米国産業 の発
展を損 な うものと して反対 したのであ る。
6.修 正 されたク リン トン政権の環境政策
アース ・デイ演説 で8月 と約束 していた具体的
な環境政策 の発表 は遅 れて,1993年10月19日 に
発表 され た。全体 は50項 目に及 ぶがその内容 の
主な ものはっぎの通 りである。
民 間企業 に今後7年 間に計608億 ドル余 りの省
エネルギー投資 を して もらい,CO2を は じめ とし
た温室効果ガスの排 出量を削減す るとい うもので
あ る。
1)省 エネルギー型電気冷蔵庫 の開発,省 エネル
ギー型照明器具 への転換,2)肥 料,殺 虫剤の削
表11ク リントン政権の当初のエネルギ0新 税(案)の 概要
税 率
基本税25.7セ ント/百 万BTU
石油付加税34.2セ ン ト/百 万BTU
課税対象
税 率
(セ ン ト/百 万BTU)
各燃料単位変換後
の税率
原油 59.9 3.47ド ル/バ レル
天然ガス 25.7
百 万 立 方0
.26ド ル/ フ ィ ー ト
石炭 25.7 5.57ド ル/t
原子力 25.7 0.0027ド ル/kwh
水力 25.7 0.0027ド ル/kwh
(注)①BTU:熱 量単位
②非燃料用途の化石燃料,太 陽エネルギー ・地熱 ・
風力など再生可能エネルギーは課税対象外
導 入 時 期 94年7月1日 より 上記 税率 の3分 の1
95年7月1日 より 上記税率 の3分 の2
96年7月1日 より 上記税率全額
税収見込み 97会 計年度220億 ドル(約2兆6,400億 円)
出所:(財)日 本 エネルギー経済研究所 「米国 ・エネルギー政策法 の概要 とその評
価」。
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減s3)自 動車 タイヤに対す る省 エネルギー度格付
けラベルの張付 け,新 規計画 のなかで注 目できる
のは自家用 自動車で通勤 す る社員 に対 して企業が
駐車場使用料金を支払 う代 わ りに相当額 を現金で
支払 う制度 の導入で,社 員が公共交通機関で通勤
すれば,駐 車代金 と通勤費 の差額が社員 の収入 に
な るため公共交通機関利用 の奨励策 と して生 きる
こととな る。こうしたcotの 排 出削減策 は企業や
個人 の自発的努力 だけに依存 して,当 初 の構想 に
あ った炭素税 をCO2排 出量 に応 じて賦 課す る と
い う施策が撤回 されたため,そ の効果 はほとんど
期待 で きな い。 したが って2000年 の温室効果 ガ
スの排 出量15億6800万 トンと予測 され る量 を
14億5900万 トンに抑 え ることがで きるとい うク
リン トン政権 の主張 に はほとん ど信頼性 が乏 し
いo
強制力 の欠 けた実現 の可能性 のない希望の羅列
に止 まってい るし,経 済成長 への刺激策 と しての
効果 を重視 して,環 境政策 自体 と しての評価 は低
くな って いる。 この ク リン トンの10月19日 の演
説の基調で は環境政策 よりも経済政策 と しての意
義が重視 されている。










護 のための課税方式 と,自 動車燃料効率 につ いて
の基準 の導入案を挫折 させたのは何 であったか。
それ はエネルギー消費 に関連す る分野 に利害関係
をもっ企業 と業界団体 による環境政策の成立 をは
ば も うとす る しつ よ うな工 作 で あ った。NAM
(NationalAssociationofManufacturers)全 米製
造業連盟が中心 とな ってAPI(AmericanPetrole-
umInstitute,ア メリカ石油協会)な ど,燃 料生産 ・
消 費 企 業360社 以 上 を 組 織 してAffordable
EnergyAllianceを 作 り,ク リン トン政権 の化石
燃料課税案 に対 して闘 うことを 目的 と した活動 を
行 って きた。 この組織 は有力なPR企 業 の力を用
いて草の根か らの議員工作 を展開 して ク リン トン
政 権 と連邦議 会 に働 き掛 けた(Nationalノ'ournal,
Mayl,1993)。 このほか大統領府 の環境委員会に
も直接参加 して,環 境団体 と共 に論争 して,内 部
か ら転換 を図 ってきた業界団体 もあった。石油 や
自動車業界が先頭 に立 って多面的 な活動 と政界工
作 により課税案 を潰 したのであ る。
腰砕 けとな った ゴア副大 統領 とい う表現 を ナ
ショナル ジャーナル誌が表現す るほど現政権 の
環境政策 は後退 した姿勢 となって いった(Nation-
al/ourrcdl,July8,1993)o














米国では じま ったモータ リゼイシ ョンはほぼ半
世紀を経て世界 中に波及 した。今 日まで先進工業
国 は もちろん,ア ジア,中 近東,南 アメ リカか ら
ア フリカの主要都市にまで モー タリゼイ ションは
広が り,世 界中の大都市 には自動車 が氾濫 してい
る。 しか しそのよ うな くるま社会化 は交通問題 を
解決す るものではなか った。 かえ って交通渋滞 に
よ り交通時間を延長 し,自 動車 の増加 それ 自体 が
自動車 による人的,物 的移動 の障害を増大 させて
いる。 それ に過大 な自動車交通 による排気ガスの
発散 は道路周辺 だけでな く,大 都市 の大気その も
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のを悪化 させ,大 都市住民の健康 を損 な うほどに
な っている。 そ して人の健康に害がない程度 にま
で大気汚染を改善 するには自動車交通量 を削減す
る以外 に方法 がないほどになっている。交通事故
の増加 も同様 である。保有台数が2億 台になろう
とす る米国 での交 通事故 による負傷者 は年間約
200万 人,死 者 は4～5万 人にのぼ るがその うちの
90%以 上 は自動車事故 による(表12参 照)。
世界 中での 自動車事故 に よる死亡 者 は年間25
万人,負 傷者 は1000万 人 にものぼ るという。それ
は際限な く増加する傾 向にある。 自動車交通 の利
便性 はついに便利 であるどころか人の健康を損 な
い,人 を傷付 け,膨 大な数 の死者 を生 む とい う自
己矛盾 を示 すほどになっている。世界で もモー一タ
リゼイ シ ョンが満 開 した地域 で ある米国 のカ リ
フォルニア州で近年起 きている事態 はモー タリゼ
イシ ョンを克服 しようとす る先進 的事例 として注
目に値 する。
モー タ リゼイ シ ョンは温室効果 ガスCO2を 排
出す るだけでない。窒素酸化物 を始 めと した大気
汚染物質 の排出源で もあ る。 日本の大都市,米 国
の主要都市で も自動車による大気汚染 は深刻 な状
況 にある。 その ような大気汚染 による住民の健康
被害 も即時対応策 が必要 な段階にある。 それに自
動車道路 は建設後,時 がたつ につれて維持補修費
が増大す る。 あとにのべ るよ うに米国の高速道路
は舗装が劣化 し,橋 梁の機能不完全 な ものが増加
し維持補修のたあに巨額の支 出を要す るほどにな
り,米 国 のハイウェイ ・システムの維持 は危機に
陥 っている。
そのよ うなモー タリゼイシ ョンの否定的影響 は
米国の大都市部分で極限 に達 してお り,地 方 自治
体 は連邦政府 とは独 自の環境政策 を実施 して い
る。米国で もっともモー タ リゼイシ ョンが進 め ら
れて きたカ リフォルニア州で は先駆的な環境政策
と してモー タ リゼイシ ョンを抑制す る施策を し実
施 している。交通体系での鉄道 を中心 とした公共
交通 の重視 である。
ロサ ンゼ ェルスのバス待合所の棚 に時間表な ど
と並 んだチラシに 「ロスを きれいに!」 というの
























































安 いだけで はな く大気 の清 浄化 に寄与 す るか ら
だ。 ロス周辺 の住民がマイカーを止 めて週 に一度
バ ス利 用の通勤 に替 えれ ば大気汚染 物質 を年 間
13万 トン減 らし,渋 滞を20%緩 和で きる。大気汚
染 は南 カ リフォルニアの住民に健康維持のため年
間93億 ドル,1人 当 り年 間770ド ルの支出を強 い
て い る。環境 を話題 にす るだ けで な く行 動 を!
バ スに乗 ろ う!』(ロ ス交通局)
筆者 が1992年9月 南 カ リフォル ニアの交 通実
態 の調査 のさいに見付 けた ものだが このチ ラシの
なかに交通行政 の姿勢 がよ く現れている。大気汚
染,交 通渋 滞か らの脱 却 を 目指 してい る南 カ リ
フォルニア地方で は各 自治体が マイカーの削減,
鉄道 の大増強,バ ス事業 の拡充を3本 柱に強力な
施策 を始 めて いる。そ こで は自動車交通を中心 と
した米国の交通体系が行詰 まり,打 開策 として は




米国の各地域 では交通渋滞,交 通量 の飽和状況
が年 々悪化 して人的物的移動 を円滑 に早 く行 うと
い う目的が達成で きな くな った うえ,大 気汚染に
よる健康被害が広が り交通体系を抜本的に作 り替
え る必要があるだけではない。大部分の道路が完
成後20年 以上 を経過 した米国 で は道路 の破 損,
機能が維持で きな くなった ものが多 く,維 持補修
に膨大な資金を要す る状況 にあ る。全米 の橋梁の
約40%,238,000が 構造上で不完全,機 能的に支
障があ るという。基幹 となっているハ イウェイ ・
システムの橋 の28%は 機能 的に支障があ り,そ の
舗装の40%が 劣化状態 にある(1989年 米運輸省 レ
ポー ト)。それ らを補修 して道路機能維持 のための
資本支 出は年間400億 ドルを要す るとい う(同 運
輸省 レポー ト)。
その米国 で も南 カ リフォルニア地方は他地域 に
先 駆 けて交通体 系の転換 に乗 り出 した。南 カ リ
フ ォル ニ ア の都 市,郡 な ど 自治 体 で 構 成 す る
SCAG(南 カ リフォルニァ自治体連合)の 地域総合
交通政策(RegionalMobilityPlan)は いう。
南カ リフォルニアは交通麻痺,大 気汚染 の二っ
の危機 の最 中にあるが,こ れ らの危機の根源 は自
動車交通に対す る全面的な依存 と他 の交通手段を
排除す る流 れを支援 して きた州 と連邦政府 の政策
にある。 このよ うな状況 を転換 して公共交通に重
心 を移すべ き時期 はとっくに訪 れて いたが遅 まき
なが らそのた めの努力 によ りモ ビ リテ ィを確保




は次 のよ うに 自治体が独 自の税制,予 算を設 けて
それを全面 的に活用 してい ることである。
1)国 よ りも州段階を優先 した燃料税の増税,
州,地 方 レベルでの交通投資計画,予 算支 出
決定 に対す る公平な予算割 当制度 の確立
2)適 切 な公共交通基金の確保,公 共交通 は現
行の連邦 ガソ リン税 のガロン当 り1セ ン トを
確保 し,連 邦 ガソ リン税の増税 は適切な比率
で公共交通 に分配
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SCAGの 交 通 政 策 の 目標 は今 後 の20年 間 に
ラッシュア ワー時の交通容量を3倍 化 す る,そ の
ために大量輸送手段 ・鉄道,バ スの路線400マ イ
ルを新設す ることであ る。その建設 コス トだけで
数百億 ドルを要す るが,地 方 自治体 が資金調達 に
努力する。すでに5郡 で は消費税0.5セ ン トを追
加徴収す る。 カ リフォルニア州ではガ ソリン税の
2倍 化 を提起 した。 マーケ ッ ト・イ ンセ ンテ ィブ
と して都心部分での駐車料金,高 速道路 での通行
料 の大幅引上 げを提案す る。加えて連邦政府の補
助が必要 である(SCAG交 通委員,ジ ュディ ・ライ
ト)。南 カ リフォルニ アの鉄道新設 を中心 とした
総合交通体系 を作 るための資金総額 は30年 間 に
1400億 ドルに ものぼ るが,す でにその計画 は実施
中であ る。また地域 での自動車販売台数の うち一
定部分 を排気 ガスをださない自動車 の販売 を義務
化す るなど自動車交通 の抑制 にも着手す る。
カ リフォルニア州で は自動車の排気 ガスに含 ま
れ る窒素酸化物や炭化水素 の排 出量を厳 しく規制
しよ うと して いるが,1998年 か ら自動車販売 台数
の2%,2001年 か らは5%を 電気 自動車 などの排
気 ガス ・ゼロ車(ゼ ロ ・エ ミッション車)に する こ
とを義務づ けている。 この規制を達成す ることが
できなか った場合 には排気ガス ・ゼ ロ車の販売実
績 に応 じた自動車販売台数の制限が行 われ ること
となる(表13参 照)。 この排気 ガス ・ゼロ車販売
は事実上の 自動車販売台数規制 として機能す る可
能性 が強 い。
すでにヨー ロッパで も米国で も先進地域で は く
るま社会 を克服 しよ うとの動 きが始 まった。地域
か ら都市か らはじまった動 きは合流 して歴史 を作
り変え る潮流になろうとしている。
前 に あ げ たOECDが 編 集 したCARSAND
CLIMATECHANGEで もその 出版 の責 任 者,
OECDの 下部機関 のIEA(国 際エネルギー ・エイ
ジェンシー)の ヘルガ ・ステ ィーグ常 務理事 は同
書の序文でモー タリゼイシ ョンは人 々が生活す る
地域 で大気汚染,渋 滞,騒 音,事 故 など社会的問
題を起 こ してきたが,地 球温暖化 とい う人類的課
題 が憂慮 されるようにな った現在,政 策担当者 は
従来 の社会的,環 境的課題 に加 えて地球的課題 を
一一一30 地球温 暖化 と 「くるま社 会」
表13カ リフォルニア州の排ガス規制
(車両総販売台数に対する低公害車の導入割合推定値:%)
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 zoai 2002 2003
TLEV(暫 定低公害車) 10 15 20
LEV(低 公害車) 25 48 73 96 90 85 ?5
ULEV(超 低公害車) 2 2 2 2 5 10 15
ZEV(ゼ ロ ・エ ミ ッ シ ョ ン) 2 2 2 5 5 10
(注)①TLEV,LEV,ULEVは 排ガス中に含まれるNOX,炭 化水素など非メタン有機ガスの割合で決定。 いずれ も
導 入比率 は目標値だが,ZEVだ けは強制導入。
②具体的な規制値 は以下の通 り。





出所:日 本開発銀行 『調査』,169号 。
表14各 国の温室効果ガスの安定化 ・削減計画
目標 ・規制 国 名 基 準 年 1995年20002005
の種類 ▼ ▼ ▼
CO2の EC 9a 0
排出総量規制 EFTA 90 0
オ ラ ン ダ 89・90平 均 ○ ●3～5%削 減
ド イ ツ 87 ●25%削 減
イ タ リ ア 88 ●20%削 減
デ ン マ ー ク 88 ●20%削 減
オ ー ス ト リ ア 88 ●20%削 減
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 90 ●20%削 減
イ ギ リ ス 90 (0)aO
ス ウ ェ ー デ ン 90 0
ノ ル ウ ェ ー 89 O
フ ィ ン ラ ン ド 90 O
ス イ ス 90 0
1人 当 り フ ラ ン ス 88年 並 02.Ot-c/年 人
CO2排 出量 日 本 9a 0
の規制
1
(注)① 基準年:こ の年を基準 に安定化や削減を目指す
②Ol基 準年 に対する安定年,●:同 左削減年
出所:日 本開発銀行 『調査』,169号 。
配慮 しなければな らない,と 述べている。 9.欧 州 における くるま杜会批判 と脱 くる
ま社会を目指す動 き











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一32一 地球温 暖化 と 「くるま社会」
して いるのは米国 の南 カ リフォルニアだけではな
い。欧州で もオ ランダ政府,ド イッの自治体 など
で もそのよ うな動 きがあ る。 ドイッ政府が策定 し
た1992年 交通網計画 に もかつての 自動車道路重
視か ら転換 して鉄道の比重 を高めよ うとす る意 図
が込め られてい る。オ ランダ政府がすで に実施 し
ているNEPP,Plus(国 民環境政策プラン)に は自
動車交通 を抑制 し,大 量輸送手段である公共交通
機 関 を助成 しよ うとい う狙 いが中心 とな って い
る。それによりオ ランダが排 出す るCO2を 削減 し
よ うとい うものであ る。 オランダでは自動車への
課税,自 動車燃料 にたいす る増税,道 路通行税の
新規導入 などが実施 に移 されている。 ドイッのカ
ッセル市(人 口20万)で はアウ トバ ーン(高 速道
路)の4車 線の うち2車 線 の路面を剥 が して路面
電車 を走 らせた象徴的事例 もある。1993年 に ドイ
ッで は自動車 の廃車 をメーカーが無料で回収す る








の交通体系を転換 して,鉄 道,バ スなど公共交通
を優先する交通体系へと変更する動きを欧州の一
部の政府 と自治体の政策 に見出だす ことがで き
る。現在のところこれはまだごく一部にとどまっ
ているが,地 球環境の保全が人類の未来の世代に
たいする現代に生 きる者のもっとも重要な課題と
なっている現代では先進的な施策として評価する
ことが必要であろう。温暖化が進む現在,世 界は
地球環境政策と整合性ある交通体系を構築するこ
とを求めている。
